
 

横浜市が耐震改修工事費用の一部を補助します！ 

－ 横浜市木造住宅耐震改修促進事業 － 

申請の手引き― 改訂第５版 ― 
 

【平成 30 年度の主な改正点】 

◇補助金限度額の 30 万円増額期間の延長 

 平成 31 年３月末までに耐震改修工事を完了し、補助金額の確定通知を受けるものに限り、補助金限度

額の増額（＋30万円）を継続します。（補助金限度額 一般世帯：105 万円 非課税世帯：145 万円） 
 

◇申請書類の様式の変更について 

 補助金交付申請書（第１号様式）及び全体設計承認申請書（第４号様式）の第１面が新しくなります。 
 

◇着手届の提出期限について 

 提出期限を「着手後 10 日以内」とします。 
 

◇完了実績報告時の提出書類の追加 

 完了実績報告時に工事費用の全額分の請求書又は領収書の写しの提出が必要になります。 
 
◇【壁量充足型】を用いて申請する場合の提出書類の追加 

 【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合、申請時に「事前説明シート」の提出が必要になり

ます。 

新旧表 

頁 旧 新 

10 

12 行目以降 

 

12 行目以降 

◇ 申請の際、「事前説明シート」の提出が必要に

なります。 

◇ 【壁量充足型】での耐震改修工事を検討する

場合、【壁量充足型】の特徴（年代ごとの法の位置

づけ、他の診断法と比較した際の違いや優劣）に

ついて、申請者に十分にせつめいし、理解を得る

必要があります。「事前説明シート」を用いて説明

を行い、申請者に署名をしてもらったものを提出

してください。 

 

14 

18 行目以降 

◇補助限度単価の積算額は、基礎工事、耐力壁工

事及び屋根工事のうち実施する工事に応じて、次

の①～③に規定する費用を合計した額とします。 

※平成 29年度中に耐震改修工事に着手したもの

に限り、次の①～③に規定する費用の合計に 30 万

円を加算した額を補助限度単価の積算額としま

す。 

 

 

 

18 行目以降 

◇補助限度単価の積算額は、基礎工事、耐力壁工

事及び屋根工事のうち実施する工事に応じて、次

の①～③に規定する費用を合計した額とします。 

※平成 30年度中に耐震改修工事が完了し、補助金

額の確定通知を受けるものに限り、次の①～③に

規定する費用の合計に30万円を加算した額を補助

限度単価の積算額とします。 
 

   部を変更 
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. 
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⑦着手届の提出期限 

 

 

 

 

⑦着手届の提出期限 

平成 30 年４月版 

着手後10日以内 

中間検査の５日前 
 

着手後10日以内 
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40 行目以降 

◇ 「着手届」は、工事着手後 10 日以内、かつ、

中間検査を受検する５日前までに提出して

ください。 

40 行目以降 

◇ 「着手届」は、工事着手後 10 日以内に提出

してください。 
 

    部分を削除 
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30 行目以降 

 

30 行目以降 

表に追記 

㉒【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場合 

 事前説明シート 
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26 行目以降 26 行目以降 追記 

㉒【壁量充足型】にて耐震改修工事を実施する場

合 

◇ 申請の際、「事前説明シート」の提出が必要に

なります。 

◇ 【壁量充足型】での耐震改修工事を検討する

場合、【壁量充足型】の特徴（年代ごとの法の位置

づけ、他の診断法と比較した際の違いや優劣）に

ついて、申請者に十分に説明し、理解を得る必要

があります。「事前説明シート」を用いて説明を行

い、申請者に署名をしてもらったものを提出して

ください。 
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44 行目以降 44 行目以降 追記 

 
 

 ⑧工事費用の全額分の請求書又は領収書の写し 

48 
18 行目以降 18 行目以降 追記 

⑧ 工事費用の全額分の請求書又は領収書の写し 
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13 行目以降 

④ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規

則第５条第１項第１号又は第２号に該当し、か

つ、【精密診断型】【一般診断型】【壁量充足型】

のうちいずれかの方法を用いて耐震改修工事

計画を作成することができる建築士が当該事

業者及び当該事業者が登録を受けた建築士事

務所に所属していること。ただし、平成 30 年

３月 31 日までに横浜市木造住宅耐震改修促進

事業に関する補助金交付要綱第８条第１項の

規定による補助金交付申請又は第 10 条第１項

の規定による全体設計承認申請を行う場合は、

この限りではない。 

13 行目以降 

④ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規

則第５条第１項第１号又は第２号に該当し、か

つ、【精密診断型】【一般診断型】【壁量充足型】

のうちいずれかの方法を用いて耐震改修工事

計画を作成することができる建築士が当該事

業者及び当該事業者が登録を受けた建築士事

務所に所属していること。ただし、平成 31 年

３月 31 日までに横浜市木造住宅耐震改修促進

事業に関する補助金交付要綱第８条第１項の

規定による補助金交付申請又は第 10 条第１項

の規定による全体設計承認申請を行う場合は、

この限りではない。 

   部を変更 
 

75 
補助金交付申請書の記入要領 補助金交付申請書の記入要領 

 → 別紙６の内容に差替え 

 



 

※ 申請書を提出する
年度を記入します。 

※ 受付時に申請番号
を採番しますので、
記入不要です。 

※ 日付は必要書類が全て不備
なく整ったことを、一般社団
法人横浜市建築士事務所協会
で確認した時点で記入しま
す。 

※ 申請時点での申請者の住民票の
住所を記入します。 

※ 氏名は自署が原則です。氏名を
自署した場合は、押印不要です。 

※ 耐震改修設計に用いる
耐震診断法により、該当
に○をします。 

※ エコリノベーション（省エネ改修）補助
制度の利用の有無について、○をします。 

※「利用します」「利用しません」 
いずれの場合も同意をもらってください。 

別紙６ 
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